
Ⅰ．はじめに

　我が国では、山村の高齢化が進む中、過疎対策や林業労働力確

保を目的に１９９０年「過疎地域活性化特別措置法」の改正や１９９１年

「山村振興法」の改正などによる第三セクターの設立支援がなさ

れ，西日本を中心とした林業地において多くの林業関係第三セク

ターが設立された。その期待される機能が注目され，実証的な研

究が数多くなされた。しかし、国産材価格の低迷や地方自治体財

政の悪化，市町村合併など現在の林業第三セクターの外部環境は

１９９０年代前半とは大きく変化している。

Ⅱ．研究の目的と方法

　本稿では大分県旧上津江村のトライウッドを事例に，前述のよ

うな外部環境の変化に対し，どのように経営対応してきたかを分

析し，また２００５年に行われた市町村合併によって懸念される課題

を考察することを目的とする。

　筆者は２００４年度日本森林学会九州支部大会において，熊本県小

国町の第三セクター「悠木産業株式会社」の経営展開について分

析した結果を報告した。現在の姿として近年の経営多角化によっ

て，他の部門の事業収益が保育林産部門の赤字を補填しているこ

と，設立時強固であった森林組合との関係が希薄になり，その結

果他の事業体との請負価格の競争が起こり，保育林産部門の事業

量が減少していることを指摘した。更に，それに伴い通年雇用体

制が大きく後退したことや，退職した社員の約３割が地域内で林

業に就業していることを明らかとした。

　本稿で紹介するトライウッドは，設立の背景から森林組合との

関係は薄く，また現在黒字経営であり，通年雇用者を相当数確保

し，加えて Iターン者を多く受け入れているなど（１），悠木産

業株式会社と対照的な面が多い。

　小国町と上津江村は隣接しており，設立年も４年しか離れてい

ない２つの第三セクターが，なぜこのように対照的な変遷を辿っ

たのかについて，その要因の一つとして森林組合との関係性に着

目した。泉（２）は，主に素材生産を行う林業第三セクターを森

林組合との関係に注目し，２つのタイプに分けた。一つは，単独

市町村を範囲とし，且つ森林組合から施業を請け負い，行政が第

三セクターという形態をとりながら作業班の育成を全面的に支援

するもので，悠木産業が当てはまる。もう一つは，本稿で取り上

げるトライウッドのタイプであり，広域市町村をサービスエリア

としたもので，森林組合広域合併後，両者の広域性によって，森

林組合との棲み分けが予想されるものである。泉はこの２つに分

類することにより，森林組合との関係について，その機能を補完

するのか，あるいは並存・代替するのかといった相違点があるこ

とを示唆した。

　今日の第三セクターの現状を正確に捉えるために，本報告では

第三セクターを森林組合との関係に着目したうえで，トライウッ

ドが設立後の外部環境に対し，どのような経営対応をしてきたの

か，また２００５年に市町村合併によって懸念されることを考察する

ため，トライウッド，日田市上津江振興局（旧上津江村役場），

日田市への聞き取り調査及び資料収集を行った。

Ⅲ．旧上津江村とトライウッドの概要

１．旧上津江村の概況

　旧上津江村は大分県の西端，筑後川現流地に位置し，総面積

８，８５３ha，人口１，３０８人，高齢化率は３４．５％，林野率９１．０％と典
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型的な過疎山村であった（２０００年）。特徴は不在村所有面積が

４８．５％と大分県の平均である１７．１％を大きく上回っている。この

理由としては近年の人口の減少もあるが，日田地方の江戸時代に

始まる日田市の材木商による植林の歴史にある（３）。１９９１年の

台風１９号により被害面積が森林面積の約２３％，１，８２５ha に及ぶ甚

大な被害を受けた。また２００５年春に日田郡周辺４町村と共に日田

市に編入合併されている。

２．トライウッドの設立経緯

　１９７６年に日田郡５ヶ町村の森林組合が共同で「日田郡森林組合

木材共販所」を開設し，森林組合も１９７８年に広域合併し「日田郡

森林組合」（以下森林組合）が誕生した。そのどちらも本所は川

下に移動し，その結果，上津江村にとっては村の事業と森林組合

との連携が困難になった。加えて林業労働力の減少・高齢化が進

行し，村内の森林管理能力の低下が危惧されるようになった。そ

こで１９９０年に村の基幹産業である林業の振興による過疎化対策を

目的とした株式会社方式の第三セクターが設立された。

３．トライウッドの概況と経営の多角化

　トライウッドの資本金は現在４億５４０万円であり，内訳は日田

市（旧上津江村から移行）３億８，０００万円，日田郡森林組合１，０００

万円，大分県森林整備センター５００万円，森林所有者１，０４０万円

である。設立時は５，７７５万円であり，その内訳も上津江村５，０００万

円，山林所有者７７５万円であった。１９９５年と２０００年に新規事業の

開始や事業拡大のため旧上津江村がほぼ全ての出資を行っている。

また，現在総売上は約７億９，０００万円に達している。

　トライウッドは「後世に残そう，かけがえのない森林を」を経

営理念に，保育林産や林産物の販売を行うことを目指し，社員数

２５人（うち準社員１０人）体制で設立された。１９９０年代中頃より製

材，高性能林業機械の修理・販売，堆肥生産，集成材生産，都市

との交流事業など経営の多角化を行い，現在素材生産から加工ま

で多岐にわたる事業を展開している。また２００２年より森林整備地

域活動支援交付金制度を利用し，協定の締結や施業計画作成の受

託を行っており，地域森林管理分野へ進出している。現在の部門

別社員数は，森林保全課２５人（うち準社員１人），木材加工課２０

人（１３人），エコ商品事業部４人（３人），堆肥生産課１人（２

人），総務２人，常勤役員１人の計７２人（１９人）となっており，

人口約１，３００人の旧上津江村において最大の雇用の場となってい

る。

Ⅳ．トライウッドの事業変遷

１．トライウッドの社員数・構成の変化

　社員数の変化をみると，後述するように事業展開は順調ではな

い時期もあるが，正社員数は設立時からほぼ一貫して増加してい

る（図－１）。社員の内訳をみると，２００５年現在の特徴として，

正社員数５１人のうち，Iターン者が２７人（３０代は２０人中 Iターン者

が１７人）と多いこと，平均年齢が３５．５歳と若いことが挙げられる。

保育林産部門社員の年齢構成をみるとほぼ均等に各世代が存在し

ており，その他の部門は事業開始時期が遅いため若い世代が多く，

５０代の正社員がいないこと，３０代の Iターン者の割合が非常に多

いことが特徴として挙げられる（表－１）。

　設立時に１０人いた準社員は，村内の高齢の林業従事者で正社員

への技術伝承のために雇っていたが，高齢等の理由で退職し，現

在は技術指導主任１人のみとなっている（現在いる他の準社員は

加工部門の臨時雇用）。

　保育林産部門では設立時から正社員１０人の増加，準社員９人の

減少といったほぼ完全に通年雇用が達成されていると言える。

　Iターン者が多いのは，当社では最近の新規採用者に関してハ

ローワークを活用しておらず，就業希望者が自社のホームページ

を通じて，直接問い合わせや主に地域外の取引先からの紹介によ

るものが多いためだと考えられる。現在，事業量に見合う社員数

は確保されており，今後資質向上に重点を置きつつ，採用は慎重

に進めて行くとのことである。

２．経営の変遷

　トライウッドの事業損益を中心に経営の変遷を見ると（図－

２），１９９４年から１９９７年の４年間は事業損益は大きくマイナスを

計上しており，事業外収益により経常損失を低く抑えていた。こ

の要因としては，主に台風被害による村内における素材生産量の

落ち込みと共に１９９５年から新規事業で製材事業が始まり，新規事
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図－１．社員数の変化

資料：トライウッド業務資料より作成

表－１．現社員の構成
単位：人

合計その他保育林産年齢構成

１４（６）６（３）８（３）１８～２９

２０（１７）１３（１２）７（５）３０～３９

１２（２）７（２）５（０）４０～４９

５（２）０（０）５（２）５０～６０

５１（２７）２６（１７）２５（１０）総計

資料：トライウッド業務資料より作成
注：（　）はⅠターン者数で内

図－２．トライウッドの経営の変遷

資料：トライウッド業務資料より作成



業であるが故生産効率が上がらなかったりや販路も限られていた

ことが原因である。この事態に対し，トライウッドは製材部門の

体制強化や販路の開拓などの積極的な事業展開を行い，１９９８年以

降事業利益において黒字を計上することとなった。

　事業の変遷を各部門ごとに分けて見ていくと（図－３），１９９０

年代前半においては１９９１年台風により甚大な被害を受けた村内の

風倒木処理や土木工事により事業量を確保し利益を得ていたが，

１９９０年代後半に土木部門を中心に利益は減少し，損失を計上する

こととなった。しかし，その後保育林産部門の事業量を回復させ

現在では安定した利益を維持している。また１９９０年代中期に加工

事業が始まり１９９０年代後半には経営の立て直しに加工部門が大き

く寄与し，現在では収益の多くを占めるまでに成長している。　

　保育林産部門では高性能林業機械の導入を１９９１年と早い時期か

ら始めていたが，１９９０年代後半の経営悪化の下で，現在毎週全７

班の責任者会議を開き，作業工程表を作成し，７台保有するハー

ベスタ等の高性能林業機械を年間２００日稼動させるといった効率

的な作業体系を構築した。また，１９９６年から林業機械や資材など

の販売，修理事業を開始し，機械整備，資材の仕入れなどを外注

せず自社で対応することにより経費の削減を積極的に行った。ま

た村外の作業受託を積極的に行うことで事業量を確保した（現在

では旧村外における作業の割合は約７割となっている）。

　加工部門においては，事業規模の拡大と共に，「九州木の家づ

くりの協同組合」を設立し，工務店に直接販売を行うことによる

安定した販路の確保，「津江杉」を用いたモデルハウスを福岡県

や旧上津江村内に建設するなど製材・集成材の販売強化を行い，

木材の市場価格の下落に対応してきた。

Ⅴ．森林組合との関係

　設立経緯からみても分かるように，当社は森林組合とは独立し

て発足した事業体と言ってよい。設立時森林組合長が役員であり，

森林組合から出向職員一人が存在していたが，１９９５年に出向職員

が森林組合を退職し，トライウッドの常勤役員となり，２００１年に

は森林組合長が役員から退くなど，役職員の構成をみても，森林

組合との関係が希薄化していった。

　現在，旧上津江村内での森林組合とトライウッドの素材生産量

の比は約３：２となっており，所有者の過半は森林組合に作業を

委託している。トライウッドの素材生産量のうち，村内における

割合は３割程度に留まっており，旧村外の事業が主となっている。

森林組合からトライウッドへの作業委託は大規模な作業の際の委

託が例外的にある程度である。

　旧村内における１９９０年代後半の素材生産を見ると，１９９１年の台

風被害以降，徐々に素材生産を村外に移行してきたトライウッド

は，素材生産量の確保はできたが，地元材振興による山元への利

益還元も重要な経営理念の一つであり，旧村内での事業量確保も

重要視していた。これに対し旧上津江村では，１９９８年から上津江

村間伐促進市場輸送軽減事業を開始した。これは旧上津江村で生

産される間伐材を直接トライウッドが買い入れる場合に，出荷に

係る経費の一部を林家に助成するもので，一人１００m３までとし，

中大径木（１２cm以上）で３，０００円／m３小径木（１２cm以下）で

４，５００円／m３が給付された。開始当初から３年間，村から１，０００万

円の助成が行われ，トライウッドと林家の関係構築強化に大きな

助けとなる補助事業であった。この制度により当初，３割となっ

ていた加工事業における地元材の割合が２０００年に６割に達する

（１）など，地域内におけるトライウッドの位置づけも次第に向

上していった。

　しかし，村内における素材生産量自体は減少し続け，日田郡森

林組合の管内の素材生産量は１９９８年の５７，５７２m３から２００４年には

３９，６７３m３にまで激減した。これは木材の平均単価の下落に大き

く影響を受けており，日田郡森林組合の共販所における木材の平

均単価は１９９８年の１４，９８４円／m３から２００４年には９，１９２円／m３まで下

落している。

　旧村内において素材生産量が減少するなか，小規模所有者から

の施業受託や森林施業計画作成の分野で，森林組合の果たす役割

は依然として大きかった。一方トライウッドは事業体の維持・拡

大を図るために高性能林業機械を主体とした集約的な作業を行う

ことにより収益性の確保を目指し，素材生産の事業量を条件に合

いやすい村外に求めるようになっていった。現在の旧村内におけ

る素材生産の構造について，高性能林業機械を用いる大規模で集

約的な作業を得意とするトライウッドと，小規模な作業を行う森

林組合は地域内において作業規模に応じて補完的関係を構築して

いると考えられる。

　このような状況下，新しい動きとして前述のように，２００２年か

ら村内において森林整備地域活動支援交付金制度を利用し，協定

の締結や施業計画作成の受託を自ら行うなど，地域森林管理分野

への進出を行っている。

Ⅵ．村の支援と市町村合併について

　市町村合併前，旧上津江村は周辺５町村の中で最も林業に財政

支出を行っている自治体であったが，国・県の支出金や村債の減

少などで１９９８年から２００３年の間に歳入が約１０億円も減少した。そ

れに伴い農林水産業費は，市町村合併に向けた公債費の増額とい

う事情もあるが，１９９８年の約８億９，５００万円から２００３年には約２

億円までに大幅に削減された。

　前述の旧上津江村の単独事業は，トライウッドと林家の関係構

築に大きな助けとなる補助事業であったが、財政悪化により１９９８

年の開始１，０００万円から徐々に助成額は減少し，２００４年には半額
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図－３．各部門の営業損益

資料：トライウッド業務資料より作成
注：資料の都合，人件費は含まれていない



の５００万円となり，２００５年からは市町村合併によって廃止となっ

た。

　また１９９４年から１９９６年の山村振興等農林業特別対策事業を利用

した製材工場建設，１９９９年の木材供給圏確立型林構を利用した集

成材工場建設，２００４年新山村振興等農林漁業特別対策事業を利用

した主要ライン改善などの設備投資に関して旧村行政主導による

手厚い支援（上乗せ助成）がなされてきた。しかし市町村合併に

よって事業主体が新日田市（川下）になることにより以前のよう

な支援は受けられなくなることが予想される。

Ⅶ．総括

　まずトライウッドの経営における成功の要因を挙げる。

　第一に，泉の示した第２のタイプの第三セクターである「森林

組合と独立した経営展開」が挙げられる。これにより，泉の示す

第１のタイプの第三セクターでは，森林組合の事業展開に経営を

大きく左右されるという点が克服され，事業体経営における民間

企業としての自立性の確立，保育林産部門の広域な事業展開が可

能となった。また，高性能林業機械や資材を自社で納入・修理・

販売を行うことによりコスト縮減を図るなど新しい手法による経

営改善に関し積極的に取り組んでいる。加えて通年雇用体制の徹

底は，高性能林業機械の早期導入，施業体系の改善と徹底（稼働

率向上）による生産性の向上を早期に可能にし，現在の低い木材

価格で多くの事業体が苦しむ中，保育林産事業において森林所有

者への利益の還元を実践しつつ，事業利益をあげている。

　第二に，工務店との協同組合を組織し，直接取引を行っている

ことが挙げられる。これにより，市場価格に左右されにくい安定

した販路を確保することができ，加工部門で収益を確保すること

を可能とした。

　第三に，事業体内の人事や，１９９０年代後半から村外で保育林産

部門の営業活動を積極的に行うといった常勤役員の経営，管理能

力の高さが指摘できる。

　第四に，林業機械の販売，修理事業や交流事業など，社員の発

想の新規事業への積極的な取り組み（社員の高い意識）が挙げら

れる。

　以上の理由から，図－２に示すように事業利益で１９９８年以降プ

ラスの値を計上しており，経営面においては村の支援の縮小や市

町村合併後の影響をさほど受けないものと考えられる。

　次に合併前の旧上津江村内におけるトライウッドの役割につい

て整理すると，第一に，地域内における雇用機会の確保が挙げら

れる。社員数は７２人と旧村内において最大の雇用の場を創出し，

採用者の中に Iターン者が多く含まれている。これは過疎対策に

加え，地域の活性化にも結びつくと考えられる。

　第二は，林業労働者の確保である。日田郡森林組合では作業班

員の減少，高齢化が進行しており，近い将来更なる森林組合の広

域合併も予想される（４）。そのような状況下，地域内における

次世代の森林管理の主要な担い手としてトライウッドに寄せられ

る期待は大きい。

　第三に，山元と消費地との情報の中継機能を果たしていること

である。工務店と連携した「森林体験ツアー」や一般市民向けの

「きやどん体験ツアー」等の都市との交流を積極的に行い，地域

外に向けて林業の必要性を発信し，消費地からの需要といった情

報の収集に積極的である。

　このような面から見てもトライウッドは高い公益性をもった事

業体であるといえる。

　今後の懸念として市町村合併による旧上津江村の支援事業の廃

止と新日田市への移行による影響が挙げられる。旧上津江村の村

単事業のように地域内の所有者との関係を構築するのに有効な事

業があり，２０００年において加工事業に使われる地元材の割合は６

割まで高められたが，事業の縮小・廃止もあり，現在トライウッ

ドの保育林産事業量のうち，旧村内の受注割合は３割程度となっ

ており，林家との関係が構築されている状況とは言い難い。また，

新日田市におけるトライウッドの位置づけも合併直後であるため

不確定な部分が多いのが現状である。

　以上のことをふまえ，トライウッドの今後の課題は地域におけ

る第三セクターとしての存在意義を新日田市行政にどう理解して

もらうかであり，その意味でも事業量確保を新行政区内外でどう

バランスをとっていくか，ということが重要であると考えられる。

　最後に Iターン者の地域社会への定着も課題として挙げられ，

今後実態把握の必要があると考える。
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